
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称
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2
⑧農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

農業資材価格高騰緊急対策費補助
金（臨時交付金）

①物価高騰の影響を受けた事業実施主体が、令和８年４
月から令和８年９月までの間に購入した農業資材につい
て、購入実績額に価格上昇率30％を乗じた額の１／4を補
助し、物価高騰の中においても安定的な事業実施に資す
ることを目的とする。
②補助金
③補助上限4,500円/10ａ（＝450円/ａ）に対象面積を乗じ
て、事業費を算出した。
450円×24,502ａ＝11,025,900円
④農業協同組合、農業法人、３戸以上の農業者で組織す
る農業者グループ、集落営農組織
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①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた社会福
祉施設等に対して補助金を交付することで負担軽減を図り、適切
で質の高いサービスの安定的な提供体制の確保とサービス利用
料等への負担転嫁の軽減を図ることを目的とする。
②補助金
③
〇基本条件
・食費・居住費（光熱水費等）：令和２年度介護サービス施設・事業
所調査における１人/日あたりの平均値を採用
・物価上昇率：13.5％…①　※令和２年規準消費者物価指数_令和
８年５月分〔統計局〕
・補助対象期間：６ヶ月…②　※県の算定期間と同期間
・補填率：１/３…③　※物価上昇による負担に対し、県・市・事業
者３者が負担するものと仮定。
・居住費標準負担額改定額：１人あたり60円/日…④
　
【入所事業所Ⅰ（定員19人以下）】
※算定基礎人数はグループホーム（介護）の運営基準における定
員上限値（18人）
１人/月あたりの食費・居住費（光熱水費等）：1,940円/日×18人
×30日＝1,047,600円/月
物価高騰による負担増加額：1,047,600円/月×①＝141,426円/月
標準負担額改定に伴う軽減額：④×18人×30日＝32,400円/月
支援金単価/事業所：(141,426円/月－32,400円/月)×②×③＝
218,052円≒200,000円（10万円未満切り捨て）…⑤
【入所事業所Ⅱ（定員20人以上、49人以下）】※算定基礎人数は
40人
１人/月あたりの食費・居住費（光熱水費等）：1,940円/日×40人
×30日＝2,328,000円/月
物価高騰による負担増加額：2,328,000円/月×①＝314,280円/月
標準負担額改定に伴う軽減額：④×40人×30日＝72,000円/月
支援金単価/事業所：(314,280円/月－72,000円/月)×②×③＝
484,560円≒400,000円（10万円未満切り捨て）…⑥
【入所事業所Ⅲ（定員50人以上、99人以下）】※算定基礎人数は
60人
１人/月あたりの食費・居住費（光熱水費等）：1,940円/日×60人
×30日＝3,492,000円/月
物価高騰による負担増加額：3,492,000円/月×①＝471,420円/月
標準負担額改定に伴う軽減額：④×50人×30日＝90,000円/月
支援金単価/事業所：(471,420円/月-90,000円/月)×②×③＝
762,840円≒700,000円（10万円未満切り捨て）…⑦
【入所事業所Ⅳ（定員100人以上）】※算定基礎人数は120人
１人/月あたりの食費・居住費（光熱水費等）：1,940円/日×120人
×30日＝6,984,000円/月
物価高騰による負担増加額：6,984,000円/月×①＝942,840円/月
標準負担額改定に伴う軽減額：④×100人×30日＝180,000円/月
支援金単価/事業所：(942,840円/月-180,000円/月)×②×③＝
1,525,680円≒1,500,000円（10万円未満切り捨て）…⑧
【通所事業所】※算定基礎人数は職員人員基準における利用者
数の下限値（15人）
１人/月あたりの食費・居住費（光熱水費等）：978円/日×15人×
30日＝440,100円/月
物価高騰による負担増加額：440,100円/月×①＝59,413円/月
支援金単価/事業所：59,413円/月×②×③＝118,826円≒
100,000円（１万円未満切り捨て）…⑨
【訪問系】※算定基礎人数は、定員の規定がないことから、通所事
業所と同数に設定（15人）
１月あたりの事業所の居住費（光熱水費等）：498円×15人×30日
＝224,100円/月
物価高騰による負担増加額：224,100円/月×①＝30,253円/月
支援金単価/事業所：30,253円/月×②×③＝60,506円≒60,000
円（１万円未満切り捨て）
④
≪交付対象≫
・令和８年7月1日（以下「基準日」という）時点において、北上市内
に所在する施設・事業所等を運営している法人等。
・基準日において事業の実態がある（事業を実施している）こと。
・申請日において事業継続の意思があること。
≪対象施設等≫施設用件については②を参照願います。
入所施設Ⅰ37、入所施設Ⅱ１２、入所施設Ⅲ８、入所施設Ⅳ２、通
所施設６９、訪問施設７４

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

社会福祉施設等物価高騰対策補助
金（臨時交付金）
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⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

公共交通物価高騰対策支援金（臨時
交付金）

①物価高騰の影響を緩和するため、花巻空港シャトルバ
スの運行へ支援金を交付し、安定的な運行に資することを
目的とする。
②補助金
③補助上限1,000,000円
④花巻空港シャトルバスの運行事業者
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⑥中小企業・小規模
事業者の賃上げ環
境整備

生産性向上サポート事業（臨時交付
金）

①物価高騰の影響を受けた中小企業の生産性向上を目
指し、企業の付加価値向上に資する取組や省力化に資す
る設備投資に補助を行うことにより、生産能力の向上を通
じて中長期的な事業継続や賃上げ等の経営環境整備に
資することを目的とする。
②補助金
③
A:ものづくり中小企業の競争力強化や付加価値向上に資
する取組みに補助金を交付
B：全業種の中小企業の省力化に資する投資投資で、下
記の国の補助金の交付決定を受けている事業に補助金を
交付
（対象の補助金：中小企業省力化投資補助金、中小企業
デジタル化・AI導入支援事業費補助金、業務改善助成金）
≪積算≫
2,000千円規模×２件＝4,000千円
1,000千円規模×１件＝1,000千円
④市内中小事業者（一部事業によって製造業、情報処理
サービス業、ソフトウェア業に限る）
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